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研究要旨

 

 

 

A．研究目的 

 HIV 陽性者は差別を経験する傾向が高いことが複

数の先行研究から分かっているが、日本の職場にお

ける被差別経験やメンタルヘルスへの影響、そして

その関係性を和らげ得る保護要因についての研究は

限られている。そこで本研究では、日本に住む HIV

陽性者の被差別経験について調べ、それらがメンタ

ルヘルスや HIV ステータス開示有無とどう関連して

いるかについて定量的分析を行った。 

 

B．研究方法 

 データは、2019 年から 2020 年にかけて実施され

た、8 つの HIV/AIDS 拠点病院に通院する HIV 陽性者

を対象とした全国調査（HIV 陽性者の健康と生活に

関する実態調査）から得られた。各医療機関を受診 

している HIV 陽性者を対象に、無記名の自己記入式

質問紙を医療者から配布し、同封の返信用封筒にて、

HIV 陽性者自身が調査事務局に郵送した。謝礼とし

て 500 円のクオカードを同封した。依頼配布数は、

各医療機関の受診患者数からなるべく一定割合とし

たが、各医療機関の状況を考慮して調整した。外来

順に無作為で配布したが、健康状態等で依頼困難な

人、調査票の日本語読解が困難な人は対象外とした。 

定量的分析としては、被差別経験、メンタルヘル

ス（K6 尺度）、HIV ステータス開示の交互作用をロジ

スティック回帰分析と線形回帰分析を用いた。また、

差別に関する自由記述欄から職場での差別経験を抽

出し、質的分析も行った。 

 

C．研究結果 

 同意を得た 1930 人のうち、1185 人（61.4％）が

アンケートに回答し、返送した。サンプルは、関連

する質問のデータが揃っており、HIV 感染経路が性

的接触（同性間および／または異性間）であった回

答者 804 人に限定された。804 人の回答者の年齢の

中央値は 46 歳であった。ほとんどの回答者は男性で、
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85.4％（687/804 人）が同性愛者または両性愛者で

あった。回答者の合計 12.7％（102/804）が、「最近

の生活で、HIV 陽性者であることで不利な状態にお

かれたり、これは差別的な対応や待遇ではないかと

感じたりした経験がありますか」の質問に「よくあ

る」または「時々ある」と回答していた。 

 差別を経験した 102 名のうち、K6 の得点が 13 点

以上の回答者の割合は 23.5%（24/102）で、差別を

経験していない 10.5％(74/702)と比べて優位に高

かった（p<0.001）。年代、精神科通院歴、雇用状態

で調整したロジスティック回帰分析では、差別経験

は K6 スケール 13 以上と独立して関連していた（調

整オッズ比 2.02、95％信頼区間：1.15-3.57）。 

 804 人の回答者のうち、266 人が親に HIV 陽性であ

ることを開示したと回答していた。「そのような関係

の人はいない」と回答した人を分母から除くと、親

に HIV陽性であることを開示した人の割合は 37.7％

（266/705）であった。同様に、「兄弟姉妹」29.5％

（212/719）、「パートナー」73.1％（331/453）、「HIV

陽性の友人」71.4％（282/395）、「その他の友人」

34.1％（238/698）、「同僚」6.0％（37/621）、「上司」

13.4％（83/621）であった。合計 81.2％（653/804）

が、上記のいずれかの関係がある最低 1 人に HIV ス

テータスを開示したと回答していた。 

 年代、精神科通院歴、雇用状態で調整した線形回

帰分析の結果、HIV 陽性の友人への HIV ステータス

開示は、差別と K6 尺度との関連を有意に弱めた（係

数、-2.731；p 値＝0.010）。同様に、その他の友人

についても、差別と K6 尺度における HIV ステータス

開示の交互作用効果が観察された（係数-3.115；p

値＝0.004）。交互作用効果は、他の人間関係（親／

兄弟姉妹、パートナー、同僚／上司）では有意では

なかった。 

 職場での被差別経験に関する自由記述を分析した

結果、HIV ステータスを開示したことによる情報漏

洩、職場全体での病名開示の強制、理解不足による

直接的差別発言といった回答が見られた。 

 

D. 考察 

本研究では、回答者の 10 分の 1 以上が HIV 関連の

差別を経験していることがわかった。一方、殆どの

回答者が HIV 陽性であることを隠していることから、

実際に彼らが HIV ステータスを開示した場合、差別

を経験する実際の可能性はもっと高くなる可能性が

ある。 

また、本研究結果から、HIV 陽性者における被差

別経験がメンタルに及ぼす悪影響は、友人への HIV

ステータス開示によって部分的に緩和する可能性が

示唆された。考えられる仮説のひとつとしては、友

人への HIV ステータス開示がソーシャルサポートを

促進させ、当事者のメンタルヘルスの保護に役立っ

たと推測される。ただし、家族や職場の人への HIV

ステータス開示はメンタルヘルスの保護に関連して

いなかった。これは、家族や職場関係者への開示は

義務として認識され、必ずしもソーシャルサポート

の促進に繋がらなかったことが関係していると推測

される。 

一方、質的分析の結果から示唆されるように、HIV

ステータスを開示することで職場の人から直接的差

別を経験するリスクが高まる。そのため、HIV ステ

ータス開示のメリットを最大化するためには、HIV

陽性者がいつ、どのように、誰に HIV ステータスを

開示するかを安心して相談できる環境を整えること

が重要と考えられる。 

 

E．結論  

 HIV 関連の差別を経験した人は、そうでない人と

比べてメンタルヘルスがより悪かったが、友人への

HIV ステータスの開示は、この関連を部分的に和ら

げた。差別は容認されるべきではなく、HIV 陽性者

が差別を恐れることなく生活できるよう、継続的な

普及啓発活動や規制強化が必要である。一方、HIV

陽性者が自身の HIV ステータスを安心して開示でき

る環境を構築することは、彼らのソーシャルサポー

トを促進させ、HIV 関連差別の有害な影響から彼ら

のメンタルヘルスを守るために重要である可能性が

ある。 

 



 
 

F.倫理的配慮 
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